
第１２０回神戸大学経営協議会議事要録 
 
 
日  時 令和６年１月２６日（金） １３：３０～１４：３６ 
 
 
場  所 神戸大学本部 大会議室 及び ＷＥＢ（Ｚｏｏｍ使用） 
 
 
出 席 者  藤澤議長（学長）、 
     金子委員、斉藤委員、坂井委員、坂田委員、髙士委員、寺島委員、

平尾委員、丸谷委員、宮田委員、木戸委員、大村委員、河端委員、
奥村委員、吉田委員、北川委員 

 
（オブザーバー）外村監事、林監事、松尾副学長、近藤副学長、眞庭副学長、

長坂人文学研究科長、國部経営学研究科長、小池工学研究科
長、村上医学研究科長 

 
 
欠 席 者 齋藤委員、久元委員、中村委員、柿原委員 
 
 
議事要録について 
     第１１８回及び第１１９の経営協議会の議事要録について、特段の

意見はなく、役員会として確認の上、神戸大学のホームページに公表
する旨説明があった。 

 
 
審議事項   ［委員からの主な意見等（○：意見・質問）］  
 

１ 収支差額の繰入れに関する方針について 

  期末決算において算出される収支差額について、「目的積立金」、「引当

特定資産」、「内部留保金」のいずれの制度に繰入れるかに関する方針につ

いて説明があり、審議の結果、原案のとおり承認した。 

 
○ 「引当特定資産」の制度が分かりづらく、また、３つの制度の使途

別でも最も使いづらいものが導入された背景・経緯は何か？  
 
→ 大学債の返済を会計上明示すること、また、国立大学法人会計基準

は分かりづらいとの批判があることから、企業会計に近づけ分かりや
すくすることが制度導入の要因である。 

 

２ 中期目標・中期計画の変更について 

  本学の土地及び建物の譲渡、収容定員の変更並びに教育関係共同利用拠点

の認定に伴い、中期計画を変更することについて説明があり、審議の結果、

原案のとおり承認した。 

 

報告事項 

１ 病院セグメント 令和５（２０２３）年度着地予想について 

  病院セグメント 令和５（２０２３）年度着地予想について報告があった。 



２ ２０２３（令和５）年度第２四半期神戸大学資金運用実績報告について 

２０２３（令和５）年度第２四半期神戸大学資金運用実績について報告が

あった。 

 

３ 令和６年度予算（案）等の概要について 

  国立大学法人等における令和６年度当初、令和５年度補正の予算（案）概

要及び施設整備実施予定事業並びに令和６年度の入学定員について報告が

あった。 

 
○ 運営費交付金が 6 億円減額となった理由は何か？ 
 
→ 成果を中心とする実績状況に基づく配分や基幹経費などの影響に 

よるものである。 
 
○ 若手研究者の比率が下がったことが運営費交付金の減額の要因との

説明があったが、それだけ文部科学省は若手研究者の増加を重要視し
ているということか？ 

 
→ 運営費交付金の減額による人件費削減が若手研究者の比率低下の 

大きな要因であるが、将来を考えたとき、研究を支える若手研究者の
比率を上昇させる必要があることから、文部科学省は指標として組み
込んでいる。 

 
○ ダイバーシティ、ジェンダーや外国人研究者の受入に関する指標は

ないのか？ 
 
→ 成果を中心とする実績状況に基づく配分の「⑲ダイバーシティ環境

醸成の状況」に女性教員数や障害者雇用数などの指標が含まれている。 
 
○ 国立大学経営改革促進事業は全体額として５２億措置されるようだ

が、神戸大学は同事業に採択されていたか？採択されている場合は 
どのような事業を行っているのか？ 

 
→ 本学は令和４年度に採択され、年間４億円の配分を受けている。  

事業内容は、社会変革を先導する「異分野共創研究教育グローバル  
拠点」の形成に向けた経営改革の取組である。 

 

４ 地域中核・特色ある研究大学強化促進事業（J-PEAKS）の採択について 

  地域中核・特色ある研究大学強化促進事業（J-PEAKS）の採択について

報告があった。 

 
○ 本事業は、国際卓越研究大学制度、いわゆる１０兆円ファンドと  

比較してどうようなものなのか？また、本事業の資金計画について、
外部資金の獲得額は右肩上がりの計画となっているが、この計画は  
大丈夫なのか？ 

 
→ 本事業は１０兆円ファンドと比較すると金額は少ないが、１０兆円

ファンドの採択数は５件程度であることを鑑み、本事業に申請した。
また、外部資金の獲得額について、１０兆円ファンドは年３％の成長
率を課されるが、本事業は、本学が最大限背伸びして達成できる年２％



の成長率で計画したものであり、目標達成に向けて頑張って参りたい。 
 
○ いい人材を集めるために人件費が相当膨らむと思われるが、人件費

の割合はどのくらいか？ 
 
→ 助成金の半分程度は人件費に充てることを見込んでおり、民間や 

海外から人材を集める予定である。本事業を起点に最終的には大学全
体の起爆剤としたい。また、本事業は、大学に成果をもたらさないと
大学が活性化しないことを構成員へ意識改革するためにも大きな役割
を持っていると考えている。 

 

５ 令和６年度経営協議会開催予定について 

 令和６年度経営協議会開催予定について報告があった。 

 

 
◎ 次回は、令和 6 年３月２２日に開催予定。 

 


